
地域農林水産物活用支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、県産農林水産物を活用した魅力ある加工品の開発に取り組む人材を

育成するため、農林漁業者等が行う事業に要する経費の一部について、予算の範囲

内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、沖縄振興特別推進交

付金交付要綱（平成 24 年４月 19 日府政沖第 149 号）、沖縄県補助金等の交付に関

する規則（昭和 47 年沖縄県規則第 102 号。以下「規則」という。）に定めるものの

ほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（補助対象事業、実施主体、経費及び補助率） 

第２条 交付の対象となる事業（以下「事業」という。）、経費、実施主体及び補助

率は別表に定めるところによる。 

 

（補助金の交付申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、毎年度知

事が定める日までに、様式第１号による交付申請書に関係書類を添えて知事に提出

しなければならない。 

２ 申請者は、前項の申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当

額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）の規定により仕入れに係る消費税額

として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）

の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た

金額をいう。（以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請しな

ければならない。ただし、申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでないも

のについては、この限りでない。 

３ 補助金の合計額に千円未満の端数がある場合は、千円未満の額は切り捨てるもの

とする。 

 

（補助金の交付決定及び通知） 

第４条 知事は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請書に係る書類等の

審査及び必要に応じて現地調査等を行い、当該申請に係る補助金の交付が法令等

及び予算で定めるところに違反しないかどうか、事業等の目的及び内容が適正で

あるかどうか、金額の算定に誤りがないかどうか等を調査し補助金を交付すべき

ものと認めるときは、すみやかに補助金の交付の決定行うものとする。 

２ 知事は、前条第２項ただし書による交付の申請がなされたものについては、補助

金に係る消費税等仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うこ



ととし、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

３ 知事は、前２項の通知に際して必要な条件を付すことができる。 

 

（事業内容の変更） 

第５条 補助金の交付決定通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、別表

の重要な変更をしようとするときは、あらかじめ様式第２号による計画変更承認申

請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 補助事業者は、事業を中止又は廃止する場合は、あらかじめ様式第３号による中

止（廃止）承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 知事は、前２項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、

又は条件を付すことができる。 

 

（産業財産権に関する届出）  

第６条 補助事業者は、事業等に基づく発明、考案等に関して特許権、実用新案権、

意匠権若しくは商標権等（以下「産業財産権」という。）を取得した場合、又はこ

れらを譲渡し若しくは実施権を設定した場合には、遅滞なく様式第４号の産業財産

権届出書を知事に提出しなければならない。 

 

（申請書の取り下げ） 

第７条 補助事業者は、補助金の交付申請を取り下げようとするときは、交付決定の

通知を受けた日から起算して 30 日以内に、様式第５号による交付申請取り下げ書

を知事に提出しなければならない。 

 

（遂行状況報告） 

第８条 補助事業者は、知事が報告を求めたときは、様式第６号による遂行状況報告

書を作成し知事に速やかに提出しなければならない。 

 

（実績報告）   

第９条 補助事業者は、事業が完了したとき（事業の廃止の承認を受けたときを含

む。）は、その日から起算して 30 日を経過した日又は補助金交付決定のあった年度

の２月の末日のいずれか早い期日までに、様式第７号による実績報告書及び添付書

類を知事に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の実績報告を行うに当たって、千円未満の額は切り捨てて報告

しなければならない。 

３ 第３条第２項ただし書きにより交付の申請をした補助事業者は、前項の実績報告

書を提出するに当たって、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場合に

は、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 



 

（補助金の確定通知）   

第 10 条 知事は、前条に基づく実績報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及

び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る事業の実施結果が補助金等の交

付の決定の内容（第５条の規定に基づく承認をした場合は、その承認された内容）

及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定

し、補助事業者に通知するものとする。 

２ 前項において確定をしようとする補助金の額に、千円未満の端数が生じた場合は

これを切り捨てるものとする。 

３ 知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその 

額を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ず 

る。 

４ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から 20 日以内とし、知事は、

期限内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じ

て年利 10.95 パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（交付決定の取り消し）  

第 11 条 知事は、第５条第２項の事業等の中止若しくは廃止の申請があった場合又

は次に掲げる場合には、第４条の交付の決定の内容（第５条の規定に基づく承認を

した場合は、その承認した内容）の全部又は一部を取消し、又は変更することがで

きる。 

 (1) 補助事業者が、法令、この要綱又はこれらに基づく知事の処分若しくは指示に

違反した場合 

 (2) 補助事業者が、補助金を事業以外の用途に使用した場合 

 (3) 補助事業者が、事業に関して不正、怠慢、その他不適切な行為をした場合 

 (4) 交付の決定後生じた事情の変更等により、事業の全部又は一部を継続する必要

がなくなった場合 

２ 知事は、前項の取消しをした場合において、既に当該取り消しに係る部分に対す

る補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還

を命ずる。 

３ 知事は、前項の返還を命ずる場合には、第１項第４号に規定する場合を除き、そ

の命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利 10.95 パー

セントの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずることができる。 

４ 第２項の規定に基づく補助金の返還及び前項の加算金の納付については、前条第

４項の規定を準用する。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）  



第 12 条 補助事業者は、第 10 条の規定に基づく事業に係る補助金の額の確定後に、

消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確

定した場合には、様式第８号による報告書により知事に速やかに報告しなければな

らない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一

部の返還を命ずる。 

３ 前項の返還については、第 10 条第４項の規定を準用する。 

 

（補助金の支払）  

第 13 条 補助事業者は、補助金の一部について概算払を受けようとする場合は、様式

第９号の補助金概算払請求書を知事に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金の額の確定通知を受けたときは、直ちに様式第 10 号の精算

払請求書を知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の収益納付）  

第 14 条 補助事業者は、事業実施中及び終了後に、事業等の成果に基づく産業財産権

の譲渡又はそれらの実施権の設定、その他出資により取得した持分に対する財産分

配等により収益があったときは、様式第 11 号の収益状況報告書を知事に提出しな

ければならない。 

２ 補助事業者は、知事が前項の報告に基づき相当の収益を生じたと認定したとき

は、知事の発する指令に従って、交付された補助金の全部又は一部に相当する金額

を県に納入しなければならない。 

３ 知事は、前項の認定に際して必要な条件を付すことができる。 

 

（補助金の経理）  

第 15 条 補助事業者は、事業に係る経理を明らかにした帳簿、その他の支出の事実を

証明する書類を整備し、事業終了の年度の翌年度から起算して５年間整備保管しな

ければならない。 

 

（雑則） 

第 16 条 この要綱に定めるほか、補助金の交付に関する必要な事項は、別に定める。 

 

 

    附 則 

１ 本要綱は、令和４年５月 31 日から施行し、令和４年度予算から適用する。 

２ 本要綱の終期は、令和７年３月 31 日をもって効力を失う。ただし、この要綱に基

づき同日までに交付決定をした補助金については、同日後もなおその効力を有す



る。 

 

   附 則 

１ 本要綱は、令和６年４月２日から施行し、令和６年度予算から適用する。 

２ 改正前の本要綱により実施した事業については、なお従前の例による。 

 



別表

重要な変更

区分 経 費 事業実施主体 補助率 事業の内容の変更

地域農林水 県産農林水産物を活用 事業実施主体は、次の(1) (1)補助率 １ 事業内容の新設
産物活用支 した魅力ある加工品の開 から(3)に掲げるもののう 2/3以内 又は廃止
援事業 発に取り組む人材を育成 ち、県内で県産農林水産物

するため、既に製造・販 を使用した商品を製造・販 (2)補助金 ２ 事業実施主体の変
売している県産農林水産 売している者とする。 上限 更
物を活用した加工品の商 1,500千円
品のブラッシュアップに ３ 補助事業に要する
よる高付加価値化、ブラ 経費又は補助金の3
ンド力向上にかかる取組 0%を超える減

１ 加工品 に要する経費 (1)農林漁業者
開発支援 (2)農林漁業者と連携する
事業 １ 商品開発費 県内食品加工業者等

(1)試作品作成 (3)農林漁業者の組織する
(2)パッケージデザインの 団体・法人
開発

(3)試作に必要な機器の
レンタル ただし、地域資源を活用

(4)成分分析等検査 した農林漁業者等による
新事業の創出等及び地域

２ 市場調査費 の農林水産物の利用促進
(1)試験販売 に関する法律（平成 22 年
(2)アンケート調査 法律第 67 号。）第５条第

１項の規定に基づく総合
３ 販売促進、販路開拓支 化事業計画の認定を受け
援費 た農林漁業者又は農林漁
(1)商談会等出展経費 業者団体は、原則として
(2)パンフレット、ポス 除く。
ター等商品ＰＲ資材
の作成

４ その他知事が特に必
要と認めるもの


